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≡判例研究 書
国際司法裁判所
アマ ドゥ･サデイオ ･デイアロ事件
(先決的抗弁判決 2007年5月24日)
玉 田 大
-.手 続 (1-9項)
1998年12月28口,ギニア共和国 (laR台publquedeGulnee以下.ギニア)はコンコ民主
共和国 (laRepubLlquedtmocratlqueduCongo以下,RDC)を相手取って同際司法枚判
所 (lCJ)に提訴したLl′｡紛争の÷題はギニア国民に対する重大な国際法違反であり,｢ギ
ニア国籍の実業家デイアロ ･アマ ドゥ･サティオ (DlaloAhmadoLlSadio)氏は.RDCで
32年間過ごした後,RDC当局に不当に勾留され (incarc6rE),重要な投資財産.会社,動
さらに,同氏の逮捕,勾留及び国外追放は ｢丈明の最低基準｣に基づく外国人処遇原則.
外国人の自由と財産の尊重義務,及び公止な耗判所が下す衡平な対審判決を受ける権利を
被告外国人に認める義務に違反するという｡Jギニアは裁判所の管轄権の根拠としてICJ規
的抗弁を提起した｡
(1)AjfaireAhmadouSadl0Dlalo(Re,publzqz〟,deGul7elecRe'pubhquede/mocratlquedu
Congo).exceptionspr卓ilmlnalreS,arrさtdu24ma12007.なお本件訴訟資料 (請求訴帆
申述書,先決的抗弁,先決的抗弁に対する見取 口頭弁論記毒乳 裁判所判決,裁判官少
数意見)は全て裁判所の公式サイトで人T-pJ-能である (http//′www.ic]-CIJ()rg/)｡なお
公式文書が末公刊のため,引用は該当パ;)クラブ番弓一を用いる(,
(2)spoltlOn ｢略奪,横臥 公権力による違法な財産捌 又や.敵L];日二よる占領地での財 ○
産 ･権利などの強奪｣｡山口俊夫編 『フランス法辞典』(東京大学出版会2002年)569頁｡ ○
executo】reにより,また場合によっては某ノJによって退去させること｣√山口 ･前掲汰
(21,220頁｡
(4,1RDCは1989年2月8日に宣言を寄託していたが,ギニアは1998年11f]11日に宣告を寄
託L,同年12f｣28日に提訴Lた｡RequE･tLllntrOductivedlnStanCeenregStreeauGreffe
delaCourle28dさcembre1998,p4
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二.当事国の主張 (10-12項)
ギニアは次の請求を行った一日凶民デイTU氏個人に対する損害について公式の謝罪を
RDCに命じること｡デ ヤアロ氏の債権が確定しており,債務は RDCが負うことを確認す
ることoテ /アロ氏の代理として (pourle{二Omptede),同氏の被った資産損害313億米 ド
ルと142億Z (新ザ イール)-'をギニアに支払うこと｡主たる支払命令の15%の損害賠償
(dommages-intをrLltS)hとして,ギニアに47倍米ドルと21倍Zを支払うこと｡さらに,ギ
ニアは申述書において次のように主張 した.,節1に RDCは以 卜の国際違法行為を行って
おり,ギニアに対して責任を有する,Jすなわち,デ イアロ氏の恐意的逮捕と国外追放,識
事関係条約上の権利侵胃.同氏を侮序的で闘 tlI-を汚す待遇に置いたこと,同氏の財産権及
び会社のqli軍営権の行使の侵害,同氏の債権い]収の的害,同氏と同会社に対する自国の債務
の小指行である｡第2に,白同山の被った指'Hにつき,RDCは全額を賠償 しなければなら
ないo第3に,賠償は損害の総体に該当する金銭賠償,逸失利益及び利 f-を含む,
他方,RDCは請求の号坤叶能性に対する揖k･的抗弁を提起した｢,第 1に,ギニアは外交
的保護を行使する資格を古さない｡第2に,当該会社もデイアU氏も RDC国内において
利用可能で実効的な国州 射斉手続をrよくしていない,と主張 した.
三.事 実 (13-32項)
ギニア国綿のデ イアロ氏は,1964年に Rl)C (1960-1971年はコンゴ,1971-1997年はサ
イ-ル)に移住 し,74年に輸出入会社77リコム ･ザイール社 (AfrlCOm-Zaire.以 卜,Al
してザイール法 Lの新 しい有限責任会社の設_:/_に参加 したし､このアフT)コンテネール ･サ
し51, Z(ZRN)はコンゴ民主購 [個 の新サ イ･-ル通貨o同国ではヘルギー統治下でコンゴ ･
フラン (ベルギー 17ランと等価)が使用されており,独立後にサ f-ル (ZRZ●Zalre)
通貨が導入された (1F-1000ZRZ)｡1993年には新ザイールが導入され (1ZRN-300
万 ZRZ),さらに,1997年にサ イ-ル共和rjilからコンゴ民主共和凶へと改称された際に
コンゴ ･フラン (FC)が再導入されていノ乙し1FC-10万 ZRN),J従って,142倍Zは,
20081:-10月現在のレー ト (lドル-571FC)で約250米 ドルである｡､
(6)dommages-1nterets ｢描 封`書償o債務の小履行,不完全掩行または履行遅滞によって
債権者がこうむった損害の修復のために,債務者が支払わなければならない一定金額(氏
1145条以下)0 『失われた利益 d(1n7NumemWgenS,perteeprouvbe』と 『得べかlJL利益
九 Iucrum cesLm S･galnmanqut』の両者を含み･前者が くdommages)の語に,後者が
九 (lnterさ[)の語に対応する｣U山Ll･前掲iiiI2)182貝 ｡
(7)societeprlVeearesponsablltelmltee(SPR.IJl.socletearesp｡nSabllt白lmltee
(SA･RL) ｢有限責任会社｡社員の責任はその持分partssoclalesを限度として有限で
あるが,この持分には流通性はなく,会社資本の3/4を代表する社員の過半数の同意が
なければ譲渡することはできない｣､J山口 ･前掲fi･:(2)559頁r
(8) gera】ユー ｢(企業.事業所なとの)支配人,,糸羊営責任者,業務執行名｣[.rJJrl･前掲注
(2)251頁｡
･〉
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イール社 (AfrlCOntalnerS-Zalre以下,A2粧)は,コンテナによる商品輸送に特化した会
社であり,その資本はザ イール人のザラ氏 (M.Zala)が40%,フランス人の ドヴァスト氏
(M.Dewast)が30%,Al杜が309:Oを保有したし80れ Al社員 (assocle)仙2人が A2杜
から撤退 し,A2社の社員持分 rpartsociale〕lO.は Al社60%とデイアロ氏40%に配分され
たLlこの時期,デイアロ氏は A2杜の役員となったL180年代末,Al,A2両社は取引相手
との関係が悪化し,債権回収のためデ イアロ氏を通 じて司法手続を開始 した (現在も係争
中)｡1983年から86年,Al社は,ザイールの債務決済を RDCに要求 した｡また,Al柱
は貨貸金の未払金又は過重徴収に関して PlantationLeverauZalre杜 (PLZ杜)と争って
いたoA2杜は,ZalreFina柱.zalreShel社,ZalreOl杜,国家交通局 (OficenatlOnal
destrarlSPOrtS.ONATRA)及び IaGenera一descarrieresetdesmines(GさCamLneS)礼
との間で訴訟を起こしていたC争点は,独rET椎条項違反及びコンテナの操業中止.破壊又
は投損であった｡95年10月31R,ザ イール首相は.｢ザイールの公序,特に経済 ･財政 ･貨
幣に関する公序の穀損｣を坪由として,デ ィアロ氏に対する国外追放デクレ (undecret
d'expuls10n)を発した,仮逮捕 (arrestat1Onpr由1able)されたティアロ氏は,96年 1月31
の形で行われた (12-15項1Ll
両国は以下の点で見解を発にする(,RDCは.自国の現行法上,一個人による有限責任会
社の設立は認められず,デイアロ氏は Al社の単独社員とはなれないと主張 したL12｢ノ他
九 ギニアは一人会社 (unesoclet6unlPerSOnnele)は設立 し得ないが,会社が事後的に
一人会社になることは妨げられないという L16-24項)o
Al,A2両杜はコンコ法上の有限責任会社であり (商事会社に関する1887年2月27日テ
クレ36条1,コンゴ法上,有駅責任会社の社員持分の保持者は ｢社員｣と呼ばれる (同43-
45,51条)｡両当事国は r株主｣(actlOnnZiLr(-)という総称をFT]いるが,裁判所は ｢社員｣
と呼ぶ (25項)0
ギニアの請求訴状は,ザイール2杜の訴訟と債権捌 又に関するものであったが,申述書
では3つの権利侵害に関する外交的保護を∃一張 した｡第 1にデイアロ氏個人の権利である
(9) associe ｢営利社B]･会社 socleteの利臼｣-=旧 .前掲注 (2140頁C
(10)partsoclale ｢社員持分｡会社資本-〟)社員の出架と引き替えに認められる,会社運
営及びその利潤分配への参加の権 札 -会社の形態に応 じ,その具体的内容は多様であ
る｣O山口 ･前掲注 (2)416頁｡
(11日 unprocEsIVerbalderefoulement)･refou】elnent･｢(外凶からの移住希望者に対する 九
国境線の向こう側-の)押 し戻 Lo無矧 沢の滞留者に対する放逐 ･強制退去 expulsion 八
や隔離 6lolgnementとは区別される｣Ll山口 ･前掲注 (2)495貝nなお英文判決文では入
国拒否 (refusalofentry)と訳されている (判決15項)D
(121CR2006/50(RepublquedemocratlqueduCongo,M.Kalala),p16(par4)-RDCに
よれば,1888年 7月30日デクレの446/1条により,一人会社の設立は禁止されるという-,
同条は次のように規定 している｡｢会社とは,複数の者が何 らかのものを共通に行うこと
に同意する契約であり,そこから生 じる利益を配分するためのものである｣｡
3
(非人道的で侮辱的な待遇を受けない権利や韻事関係条約上の権利)｡第2に,社員間有の
権利である (会社の監視 ･監督 ･経ノ削 釦 ｡第3に ｢代替による｣(parsubstltution)会社
の権利の保護である (設立準拠法凶の違法行う射二よる会刊の被害に対する,白岡民株主の
ための外交的保護行使)し26-32項)O
四.判決要旨 (33-97項)
1.個人としてのディアロ氏の権利保護 (34-48項)
RDCは次のように主張した,Jギニアは剛勺枚済手続を尽くしておらず,請求は受理不能
還 (上訴に服さない)であるが,本件手続は追放 (expLlslOn)であり.上訴可能である｡
RDCにおける法の一般原則では,決定のff検討請求が可能であり,国外追放措置に対する
控訴は多くの例で認められている｡
他九 ギニアは次のように反論した,3第1に.回外追放措置に関する実効的な枚済手段
は存在しないL,国外追放テクレは送還手続であり ｢上訴に服さない｣(RDC (ザイール)
にH向く可能性は,国内枚消完了原則にいう上訴ではない｡また.RDCのいう手続は ｢法
外の手続｣であり,政府当F.')の寛容を求めるものに過ぎない､〕数量に基づく行政訴訟等は,
rLJ内政済完了原則では考慮されないL､第2に,ティアロ氏の利用し得る放済手続が RDC
仙 二あったとしても,同氏を保護する含椎的な可能性はない｡国外追放は同氏が上訴手続
に訴えるのを妨害するためのものである (34-38項)で)
国際法委員会 (工LC)の外交的保護条文キ案 1条に反映された慣習国際法によれば,外
交的保護とは,｢Ljfl際違法行為によって,同が他lfの凶籍を有する自然人丈は法人に対して
損害を生ぜしめた場合に,当該他凶が当該前任の履行のために.外交的行為又はその他の
的範囲は,当初は外国人の最低基準の待遇の違反に限られていたが,ここ数十年,個人に
(13) 送還調書 (unproles-verbalderefoulement)のこと (判決15項参月'J.)｡
(14) オルトナンス･ロワ83-033号 し1'ordonnance-lolnu83-033du12septembre1983)は
｢外国人の取締り｣(lapolL,edesetrangers)に関するものであり,第3章が ｢送還
(refoulement),返送 (renvol),追放 (expLl1slOn)｣手続に,)いて完める｡剛 3条1項
九 は次の規定である-l咲l'etrangerqulSeprEsenteaupostefrontlerepourentrerauZaire
七 sansetremunldesdocumentsprevusa1-artlCle3,estrefou16par1.agentpreposeau
contr61edel'immlgratlOn.Cetemesz/rede7･ef()tLl`フmeJZte.asa7.ueCOu7･S,eLl'etrangerest
lmmediatementrecondultdel'autrecbtedelafrontlereauXfinsderapatriement,tous
fraIS白Ventuelsetantachargedutransporteur 》.
(15) ArtlClelLrDeflnitlOnetChampd'applCau0n."AuxfinsdupresentproJetd'artlCles,
1aprotectlOndlplomatlqueC｡【lSisteenHnVOCationparunEtat,paruneaction
diplomatlqueOudlautresmoyensdereglementpacifique,delaresponsabilited'unautre
4
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認められる権利の分野における国際法の実質的な進展により,特に国際的に保障される人
権 lksdroitsdel'hommeinternatlOnakmentgarantis)を含む形で拡人してきた｣｡本件
でギニアは,逮捕,勾留,国外追放による権利侵害を根拠としてデイアロ氏のための外交
的保護を行使しようとしているっ外交的保護の行使要件について,第 1に同氏がギニア国
籍を有する点に争いはない｡第2に,｢国際手続が開始されるためには,国内手続が尽くさ
れなければならないという規則は.Lil際慣習法上十分に確立している｣(インターハンデル
事件 CIJ.Re(,uel1959.p,27)｡枚済手段の完了の証明は股吉に課される (ELSI事件判決
C.IJRecuel1989,p.43-44,par53)J他方,被告は実効的な救済手段が尽くされていな
いことを裁判所に説得しなければならない(lbt'1.p46,par.59)｡ギニアは悪意的な逮捕 ･
勾留による権利侵害の請求について詳細に論じなかったnまた,RDCは逮捕,勾留及びそ
の他の権利但書に関する救済手段の完 †の問題を提起しなかった｡そこで裁判所は同氏の
国外追放に関する国内救済の問題のみを扱う (39-45項)｡
デイアロ氏の国外追放は ｢送還｣(ref()ulement)手続であり.ヒ赤に服さない (1983年
9月12日のオルドナンス ･ロワ83-033号13条) この手続が仮に ｢~国外追放｣であったとし
ても,RDCは救済手続の存在を十分に示していない｡RDCは行政当局による再審査の余
地を指摘するが,国内救清完了原則に関して行政不服申立 (lesrecoursadmlnlStratlfs)"6'
を考慮し得るのは.同手続が権利行使を目的としており,恩恵享受を目的としていない場
合に限る｡本件では,国外追放措置の再審杏要請の余地があっても,回内救済手続とはみ
なされないため,国内救済未完了に基づくRDCの抗弁は認められない (46-48項)0
2.社員としてのディアロ氏国有の権利の保護 (49-75項)
次に社員としてのデイアロ氏固有の権利の保護に関するギニアの請求の受理可能性を検
討するDRDCはギニアの当事者適格 (laqualtePOuragir)と国内救済完了を問題として
いる｡
(日 当字音適格
RDCは次のように主張した〔第 1に,ギニアは会社の権利の侵害,株主固有の権利の惇
害,個人の権利の侵害を混同しており,実完国際法及び外交的保護制度の論理に反する∪
第2に,バルセロナ ･トラクション事什肌 卜,バルセロナ事件)判決 (1970年)が示す
EtatpourunprejudlCeCauseparunfallnlernationalementillCltedudlt丘tataune 九
personnephyslqueOumoraleayantlanatLOnaliteduprem】erEtatenvuedelamlSeen 六
旺uVredecetteresponsabllite港ProJetd●articlessurlaprotectlOndlplomatlqueadopte
parlaCDIasaclnquante-huitlemeSeSS101(2006),A/61/10.p.24.
(16) recoursadmlnistratifs(行政不服申立) ｢対象の措置を執った行政機関自体に対する
非訟的異議申立 recoursgracleuXと,当該機閥の上級機関に提起される階層的異議申立
recourshierarchlqueに分けられるD統制機関に接起される行政訴訟 recourscontentieux
と対比される｣D山口 .前場注(2)488頁＼
ll
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ように,株主固有の権利を侵害する行為は,会社と株主の間の関係に介入する行為のみで
あり,逮捕等は該当しない ｡バルセロナ判決で示された株主固有の権利は例示的であり,
関係国内法に依拠する必要がある｡コンゴの商事会社デクレ 〔1887年2月27日) 上,社員
固有の権利は清算配分権,役員被指名敵 役貝の会辛目ヒ表椎等であるが,同法上の監督権
(ledroltdesurvellance)は役員監督権であり,役員のティアロ氏には認められず,他の
権利も国外追放によって影響を受けないノ他九 ギニアは次のようにヰ張 した｢ノ｢会社の権
利のみを対象とする行鋸 ま.株主に対する貴仔を一切吐ぜ しめないが [･･･]株主固有の権
利に対 して行われた場合は状況が異なる｣(バルセロナ事件 C.IJ.ReL･ueT11970.p.36,
有限会社では社員持分は自由に譲渡されず,当該会社の人的性質 (lecaractElreけTtultu
拘留 ･同外追放は,耐 上の運営 L経営 ･監視権を妨げ.会計の訴訟遂行と債楕回収を妨け
る (50-58項J｡
株式会社 (バルセロナ事件の場針 の資席は株式で表され,有限会社 (本件の場合)の
資産は社員持分で構成されるが,同際法上.清算なのは,当該実体が構成員から独立 した法
人格を有するか否かである｡この点で国際法は国内法規則に反致する (renvole)｡コンコ
の1887年デクレ1条によれば,｢商事会社は社員とは別個の法人格となる｣.拙 二社員財産
は会社財産から分離され,社員は自らの山資師の限度内でのみ会社の債務を負う,｡｢株j:_は
1970,p.34,par.41)｡白国籍の白然人文は法人の外交的保護は,国際違法行剃司の責任を
指用するためのものである (ILC草案 1条)｢引員や株tの場合は,その固有の権利は国内
法で定められ その侵害から国際違法行為が生 じる/この点は,F]然人や法人に関する外
父的保護の一般法レジーム (IrkJI;,Ei!慣習法)と同じであるL従って,F個 民に関する訴訟で
ある以上,ギニアは当事者適格を有する､また,本訴訟は RDCの違法行為を対象として
(17) Article12duproJetd'artlClesdelaCDIsurlaprotectiondlPlomatlque くDansla
mesureo亡lunfaltinternatlOna】ementl11Clted'unF,tatportedlreCtementattelnteauX
droltSdesactionnalreSentantquetels,dr｡1tSqulSOntdlStlnCtSdeceuxdelasoclbt6,
1'EtatdenatlOnaltedesdltSaCtlOnnalreSeStendrold'exercersaprotection
dlplomatlquealeurpr()flt》
九 (18) lntultuperSOnae･｢enCOnSlderatlOndelapersonne.人的な･人的考慮によるC当事者
五 の人格がその個人的能力や提供される役務の性質などのために本別 勺なものとされる作
用 (ことに約定)について用いられる｣‖山トト 前掲注 (21306頁 ,
u9)socltteanonyme ｢株式会社｡少なくとも社員 assocle7名によって構成され,社員
の責任はその出資分 apportsを限度として有限であり,社員の地位は流通性をもつ有価
証券 (株式 actions)によって表象される｣ー 山口 ･前掲注 (21559頁,ノ
C20)actif ｢(自然人または法人の)横柄材齢 貸方L 金銭評価の叶能な財と権利によって
構成される｣｡山口 ･前掲往(2)13頁｡
∂
同 法 (58-3) 420
お り.社員の固有の権利を侵害 している可能性があるoなお,デイアロ氏は社員資格をi]
しつつ,界会社の役員職も務めていたO有限会社の社員は会社資産の中の社員持分の保持
者であるが,役員は会社の機関である｡社員と役員の権利と限界は本案で特定する (59-67
,1LTH
(2)国内救済
RDCは次の点を主張 した｡ギニアは利仙 り能な国内救済手続を尽 くしていないrJデイア
ロ氏が RDC領域内に所在していないことは.既存のT続を遂行 し,又は新手続を開始す
る妨げとはならない｡RDCの救済手続は実効的であり,手続期間も不合理でない｡他方,
ギニアは次のように主張した｡RDCはI-nAJEtの入国を拒否してお り,同氏が救済手続を尽 く
していないと批判することは不合理で不公､IlであるCまた,国外追放措置により,同氏は
自己又は会社のために国内救済手段を行使することが妨げられてお り,｢国内救済手続への
アクセスが事実上否認｣されているr,また,RDCfjtJの訴訟遅延と政府による古は 介入によ
り,既存の救済手続は実効的でない (68-73項)0
以上の点について,RDCは回外追放措置に関する実効的救済手段の存在を証明 しておら
ず (判決48項),社員固有の権利の侵害に対する救済手段の存在も示さなかったため,抗弁
を棄却する (74-75項)｡
3.ザイール2社の代替としての外交的保詳請求 (76-97項)
ザイール2社を｢代替 して｣,会社の権利の保護を目的としてデイアロ氏のために外交的
保護を行使するというギニアの請求の受理可能件を検討する｡
この点で RDCは次のように主張 した､外如 勺保護制度では,自国民の権利侵害がなけ
れば,国家の権利侵害がないため,当該国の当事者適棺は認められない.｢代替による｣外
交的保護は判例 .実行で認められておらず,実売国際法を超えるO本件では ｢衝､r'-と善｣
(ICJ規程38条2項)に基づ く判断は求められておらず,ICJは ｢法に反する衡平 (1'equlte
co〃trlIlegと,n71に依拠するのを避け｣なければならない(国境紛争事件 CIJ,Recuell1986,
p.567,par.28)(77-81項)rJ
他方,ギニアは次のように主張した(バルセロナ判決 (傍論)は,｢衡平を理由として,
株主の国籍国によって株主の保護が保証されることがあり得る｣(Ll.IJ.Recuei11970,p.48.
par.93)と述べ,衡平に依拠 した例外のLIJ能性を示したOこjいま法に和在する衡JF(une
equitemfralegem)であ り.r司際違法行為回の朋 吾を有する会社の外国人株iの保護の可
能性を残 している,〕代替による外交的保護は,l珊 J決闘 麦の判例や実行で支持 されている｡ 凹
本件のザイール2社は単一の人物によって管理 ･運営されてお り,デイアロ氏はザ 1-ル
85項)､
外交的保護に関する原則は以下の通 りである(=r単なる利益損害の場/L]Lではなく,権利侵
害の場合だけ責任が発生する｡会社の権利たけを侵害する行為は,仮に株主の利益が損な
/
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われるものであっても,柿+A_に対する責任を-一切生ぜ しめない｣(バルセロナ事件 CIJ.
Recuel1970.p36.par.46)｡ELSI刊 牛 (梓主本国の訴訟を認めた)は米伊友机 重商航海
条約に某つ く事例である｡今Rの同際法では,会杜と株主の権利保護や紛争脈決は.投資
紛争解決条約 (1965年･ワシントン条約)等の合意及び凶家と外剛 宣資家の間の契約によっ
て規律されるr,この状況では外交的保護の役割は希薄であ り,条約 レジームの不在 L機能
不'iゝの場斜 二だけ求められるCさらに,代替保護理論とは,会社への違法行為が会川司籍
国よ-,て行われるため.他の救済がない場合に外国株主を保護するものであり,外国投資
保護のための最後の救摘手段である｡凶家実行や国際判例では,少なくとも現時点では代
替保護を認めるような例外が国際法上存在することは示されない (､各種条約で特別な投資
保護制度が創設されているが,外交的保護の慣習規則が変たしたことを示すには十分では
なく,むしろ逆の意味で押角写される｡ギニアの提示した仲裁例 tDelagoa事件,Salvador
商事会社事且 Blounev.GhanalnvestmeltCentre事件)はいずれも特別な国際合意に
基づ くものである｡なお,ILC条文11条の｡とうに,よi畑 J限的な代替保護が存在するか否
かが問題 となるが,本件事案には通 告しないL,ザ イール 2杜はザ イールで 肖無 に
(naturelement)設立され,商事登記簿に詮多読されている,また.RDC 国籍の法人とし
て両社の設立が要求されたことは十分に証明されていない,ノ従って,本件は同11条(b)項に
該当せず,同条が国際慣習法を反映するか[-tかは問題とならない｡以上より,代酎 二よる
外交的保護を行使するというギニアの+二g長は認められないし本件の外交的保護を規律する
のは請求の国籍という通常規則である,耐 土がコンゴ国籍を有するため,当事者適格の')(
加に関する RDCの抗弁を容認する,ギニアが当事者適格を有きない以上,l玉的 救済完了
について検討する必要はない (86196項l〕
4.主 文 (98項)
1)ギニアが外交的保護を行使する資格を有きないことを根拠として RDCが提起 した
受理可能性に対する先決的iJ-L弁について,
(21)その根拠 は RDC の オル ドナ ンス ･ロワ66-341ut,(1966年 6月 7旧 であ る
(Ordonnance-lo主66-341du7Juln1966re】atlVeauSlegesocialetsiegeadmlnlStratifdes
soc16tesdontleprincipalslさgedlexploltatLOneStSltueauCongo),その第 1条は次のよ
うに規定 しているo仇LessocletesdontleprlnCipalsieged■explolLatlOneSlsltueau
CongodoIVentaVOirauCongoleursl占g〔LSOClaletleL】1-SlさgeadmlnlStratlfOnentend
par咲slegeadmlnlStratif》,ausensdelapresenteordonnance101,1elieuoL1eStelablie
1-adminlStratlOnCentraledelasociet6etodsereunlSSentlesassemb16esgeneralesetle
Conse1d'admlnlStration》
CZ2)ArtlClellLb)咲UnEtatdenatlOnaltedesactlOnnalreSd'unesoclさtenepeutexercer
sapl`0[ectiondlplomatiquea1'egarddesdltSaCtlOnnairesJorsqu'unprejudiceestcausea
lasocleteqL1e｡[…]b)Silasocietとavalt,a1;1datedupre)udlCe,lanatlOnaltedel'丘tat
qulPstreputとenさtreresp｡nsablcctsISZlCOnStltutlOndamscetEtatetaltuneCOndition
exlgとeparcedernlerPOurqu'elepulsseexercersesactlVlt白sdanslemさrneEtat》
β
同 法 (58-3)418
a)ザイール2社の社員たるティアロ代岡有の権利の保護を対象とする限り,当該
抗弁を却下する し15対0)n
賛成 ヒキンズ所見 アル.ハサウネ副所長,ランンエウ7,シー,コロマ.ノ､-ゲン
サール,小和r口,ジン7.トムカ.アプラアム,キース,ヘヌーナ,スコトニコ
b)ザイール2社の権利に対して生 じたと主張さjtる損害に関するデイアロ氏の保
護を対象とする限り,当該抗弁を再認する (14対 1)｡
反対 マイウ特任判事
2)デイアロ氏が国内救済手段を尽くしていないことを根拠として RDCが提起 した受
理可能性に関する先決的抗弁について,
a)個人としてのデイアロ氏の権利の保護を対象とする限りで.当該抗弁を却下す
る (15対0)｡
b)ザイール2社の社員たるデイアロ氏固有の権利の保護を対象とする限りで,当
該抗弁を却 下する (14対1)∫
反対 マンプヤ特任判事
3)以上より,
a)個人としてのデイアロ氏の権利の保護を対象とする限りで,ギニアの請求は.要
理口用巨である (15対0)rJ
b)ザイール2社の社員としてのデイアロ氏固有の権利の保護を対象とする限りで,
ギニアの請求は受理可能である (14対1)｡
反対 てンプヤ特任判事
C)ザイール2社の権利について生 じたとされる損害に関するデイアロ氏の保護を
対象とする限り,ギニアの請求はIZ･理不可能である (14対 1)O
反対 マイウ特任判事
五.解 説
本作は,投資損害と国内刑事手続に起内する外交的保護請求の事案であり,先例である
バルセロナ事件 (1970年判決)とELSI事什 (1990年判決)に類似する｡これらの先例を
踏まえ.原告ギニアは保護対象権利を3つに'])-頼 した (デイアロ氏個人の権利,デイアロ
氏の株主としての権利,会社の権利)0ICJはこの類軌 二沿って判断を3分割し,請求の多
くの部分につき受理可能性を認めた ([表 目 し 他九 最大の争点であり,請求金額の大部
し,請求の受理叶能性を否定した 〕
C23) 当初はベジヤウイ(MohammedBedlaOul)が選任されていたが.2002年9jjlOHの辞
職後,マイウ rAhmedMahlOu.アルシュ1)~ア国籍)が選任されている (判決4項JL,
cZ4)M.AugusteMampuyaKanunk'a-Tshlabo.コンゴ国籍｡キンシャサ大学法学部教授｡
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[表1]
＼ 先決的抗弁咽 元 首 ~丁 .~~百石
(之確と貝の権利 あり (15-0) 完了 'L
枚満 請求の 酬 官 ｢受理~叶敵性 少数古見
1.外交的保護と人権
本判決の中で最も注円されるのは,外如 iJ保護の刈象法益 (事項的適用範囲)に ｢人権｣
(droitsdel'homme)が含まれることをICJが明示したことである｡ICJは.ILC外交的
保護条文草案 (第2読草案2006年)の第 1条が国際憎,引去を反映することを認めた 卜で,
次のように述べるor外女的保護の事項的適用範囲は.もともと外国人の待遇の最低某準の
違反に限定されていたが,卜･]適用範囲は拡大 し,特に国際的に保障された人権を含んで
いる｣(判決39項目傍点土田)｡この判断山本は傍論に過きないが,その含意は決して小さ
くない｡近年,外交的保護と人権の関連性が塀繁に論じられてきたからである｡実際に,
本件でも,原告ギニアはラグラン事件を強く意識した主張を展開しており.外/k的保護請
が世界人権宣言やF]L]権規約に遥反すると二目良し,第2に,RDCが領事面会権を通知 Lな
かったことを押由として.ウィーン領事関係条約36条1項の違反を主張 しているL25rそこ
で,まずは先例上の議論と経過を検討しておこう､
議論のL｣火を切ったのは,ラグラン事件判決 (20O1年)であったrl'61-/同判決てTCJは,
ウィーン領事関係条約36条 1Tfi欄小面会椎規lJiz)が ｢個人の権利 (indlVldualrlghtslを
C25)CR2006/51(R6publquedeGulnee,Mr.Wordswortl江 p｡26(par.4).
担6) なお,同事件lリ､前に,米州人権批判所の勧告的意見 (19991=･)は,領事関係条約上の
権利を ｢法の適了仁丁続｣に対する梼札 すなわち ｢人権｣と位置付ける見解を示してい
るoInter-AmericanCourtofTiumanRlghLs.AdvISOryOplnlOnOC-16/990fOctober1,
1999,…TheRlghttoInformatlOnOnConsularassIStanCelntheFrameworkofthe
九 GuaranteesoftheDuePr(-cessofLaw"･北利春三 ｢法の適止封 完の保障と領事面接権
の告知 (1999年10月1日米州人権裁判所勧告的意見)｣国際人権13号 (2002年)110-日2
頁 :l司 ｢r-7=I際人権法と韻-rJ叩別系条約の交錯について｣法学新報109巻5･6号 (2003年)
109-153買参照｡
C27)LaGra"dCase(Germanyv.UnltedS[atesof^ 11ericaJ.Judgmentof27June2001,
I.CJRef･orls2001,p.494.par.77.
CZg)MbnlCaPTNTO.《Delapr｡teCtlOndlplomauqueillaprotectLOndesdroltSde
l'homme,･,1U;.D.IP.,tome106(2002),I)529.
同 法 (58-3)416
権の性質を有する｣というドイツのi張 に対 して ICJは判断を示さなかったLJ'′,第2に,
ドイツはL'1回の請求を外交的偏 重請求と位置イ寸けたが,ICJはこの点を明言しなかった `30､｡
第3に,ICJは ｢被拘禁者の国籍国｣rnat】()ilalstateofthedetalledperson)がこの個人
の権利を援用できると述べており(3l',ドイツの請求が国掛 )ンクに依拠することを確認し
ているO従って.本判決から外交的保護と人権の接点を見出すのは尚早であり,本件請求
は,領事関係条約 卜の特殊な請求形態と位置付けるのが妥当であろう｡なお,続 くアヴェ
ナ事件 (2004年判決)でも,ICJは,領事関係条約36条 1項上の権利が ｢人権｣か否かと
いう点について,｢同条約の文言,趣旨及び目的,起草過程は,いずれもメキシコの結論を
力活動事件 し2005年判決)では,自l;Ir民に関する外交的保護を行博しようとするウガンク
に対して,ICJは.外交的保護を行使するためには,請求者がウガンダ国籍を有すること
が要件となることを確認している -3㌧ 以 l･.のように,TCJ判例上,外交的保護請求は末だ
国籍リンクに依拠 したものと捉えられている
同様に,ILCの外交的保護条文草案では,同家LトL､的な外交的保護制度から,人権指向
い｡第1に,草案 1条(35)は.外交的保護の事TIEl的対象として ｢人権｣を明示 しなかったL36､
CZg)ICJ.Rejmrts2001,p.494,par.78北村 ･前掲注 C26)112頁｡他方,本件で ICJが認定
した権利侵害について.これを ｢公止な批判｣の保障の侵害であり,｢人権の性質を有す
る個人の権利｣の侵害とみなす見解もある See,MbnicaPINTO,5uPranote楓 p.542,
547
(30)TCJは,領事関係条約の ｢解釈 ･適用をめぐる紛争｣として本件管轄権を設定するに
止まり, ドイツの請求を外交的保護請求と抹えているか定かではない｡西村弓 ｢国際法
における個人の利益保護の多様化と外交的保護｣上智法学論集49巻 3･4号 (2006年)
21頁 ,国際司法裁判所判例研究会 (酒井啓亘)｢ラグラン事件 (ドイツ対米剛 (判決 ･
2001年6月27日)｣国際法外交雑誌106巻4弓 (2008年188頁｡
(31)ICJ.Rej)arts2001.p.494.para.77.
(32)CaseconcerningAL,endaTldOtherMt,_rLlanNationa/S(Mexicov.UnitedStatesof
America),Judgmentof31Marcl12004,I.し'J.Ref'07･tS2004,p61,par.124.
(33)CaseconcernlngArmedAl･tZL,lleS()71thE,Te7･rltOryOftheCo71gn(DemocratlC
RepublC｡ftheCongov.Uganda),Judgmentof15December2005.para.333.
(34)AnnemanekeVERMEER-KUNZLI,'DTrJl()andtheDraftArticlesTheApplCat10n
oftheDraftAl-tlClesonDlplomatlCProtectlOnlntheA/zmadnuSad70DtaloCase",
I-etdenJourna/,fInternaho"aiI-au,Ivol･20(2007)-p･9421 九
(35)lLC草案1条 (外交的保護の定義と適用範掛 は次のように規定している訂外交的保 ○
護とは,外交的行動又はその他の平和的即決手段により,自国語を有するEl然人文は法
人に対して他lJの国際違法行為から牛じた損害について,国家が他国の国家責任を解除
(36) t屋志穂 ｢個人の国際法_卜の権利と外交的保護｣上智法学論集51巻2号 (2007年)163
頁｡この点で.ILCは一次規則と二次規則のL印 ｣を維持 しており,一次規則を規定しない
ことにより,外交的保護の保護法益が何であるかを明確にしていないのである｡同164頁Ll
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(同条コメンタ.)-ではこれが示唆されている､3丁.1,第2に,条文草案3条は.外交的保
護を行使する権限を ｢国耗国｣に限完 しているO第3に.条文草案19条 (外交的保護に際
して推奨される実行)138で は,｢重人な損害｣(unpreJudlCel11POrtant)が生 じた場合に,
外交的保護を行使する可能性を考慮することが求められる(,同条コメンタリーによれば,
ここには人権保護規範が含まれるが,これは ｢星人な侵害を受けた国比 (unnatlOnal)｣の
ための外交的保言削二限'志されZJ､抄(,換言すれば.人権侵害に依拠 した外交的保護請求が求
められるとは言え,それは未だ ｢推奨される実行｣にlLまっており,確立した慣習法規則
になっていないのである｡
以 L.の議論状況を勘案すれば,テ ィアロ酎tF=l三rJ決が外,if的保護の弔項対象に ｢人権｣が
含まれると明言したことは,大きな一歩を踏み出したと許 し得よう,ただし.外交的保護
制度の ｢人権化｣においては.外交的保護概念と人権概念の両廿.性の問題が生 じる州Ioす
なわち,伝統的な外交的保護制度は,(国締継続Il川｣に見られるように1特売凶の国民であ
ることを前提とした制度 (二辺性)であるのに対して.人権保護規範は本来的に国籍リン
した場合.人権保護義務の違反に対して.全ての国家に外,k'白'.)保護請求権を認めるという
帰結に千りかねない｡この点で想起すべきは,バルセロナ事件判決 (1970年)であるLl同
判決で ICJは,両者を厳格に分離すかt‡場を示していた｡すなわち,｢国際社会全体に対
して国家が負う義務と,外交的保護の枠内で国家が他の剛 二対 して負う義掛 ま.根本的に
(377ILC草案 1条のコメンタリーでは次のように述べられている(,｢個人は国際法｣二の権利
を有するが,個人に開かれた手続は僅かである｡現在でも,同家間レベルで凶家がTT便
する外交的保護は,外l司で人橋を位苫された個人を保護するための重要な手続である｣
(傍点士別).Pro｣eld'artlClessurlaprc't亡LCl1OndlplomatlqueetCOmmentalreSyrelatlfs,
2006,p.26,par4.
(38)ArtlCle19(PratlquereCOmmandee) 'UnEtatendroltd'exercersaprolectlOn
dlplomatlqLIeCOnform6mentaupresentproJetd'artlClesdevralt:a)prendreddmenten
cC)nslderationlapossibilited'exercersaprotectiondip】〔)matLque,enpartlCulierlorsqurun
prejudLCeimportantaet白cause沖
(39)Pr｡JetdlarticlessurlaprotectlOndlPlotnatiqueetcommentairesyre]allfs,2006,p.98,
par.2.
(ilo) ラグラン事件において,ICJが韻事関係条約 卜の権利を ｢人権｣と位置付けなかった
背景 として,この確論的課題が指摘 されている｡SerenaFORLATI,《Protecuon
八 dlplomatlque･droltSdelhommeetreclamatlOnS<dlreCteS 》devant】aCour
九 lnternatlOna】edeJustlCe.Quelquesr甜ectionsenmargedeI.arretCongo/Ouganda妙,
R.G.DIP,.tome111(2007),p93｡
(41)土屋 .前掲注 (36)160貝｡この点について,西村弓は次のように指摘 しているor本来,
国籍を問わず認められることを想定する人権規範と,外凶人保護義務とはその基盤も性
質も異なるはずである,鱈適的に認められるべき人権の侵害については,Et]籍のリンク
は必然性を持たず,被害払八の国籍国であるという事実によって当然には保護権を行使
する根拠があるとは結論づけられないからである｣｡西村 ･前掲江(30)26-27氏
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区別されなければならない(12L｣のであり,前者 (対Llf.･的義務)の例として ｢人間の基本的
権利｣(lesdroits∫()｡damentauxdelapel･SOnlehumalne)に関する原則と規則が挙げられ
ている(仰｡このように,外交的保護に依拠した一二辺的法関係と人権保護のような対世的義
務は明確に区別されるべきであると考えられてきた｡
この文脈で本件 (デイアロ事件)を捉えれば.現時点では,外交的保護制度の人権指向
化は未だ国籍リンクを超越し得るものではなく,あくまでも自国民に対する人権義務違反
を根拠とした外交的保護請求が国籍国に認められるに止まると解きざるを得ないであろ
ら
2.国内救済完了原則
本件判決においてICJは,国内政柄完了原則に関して興味深い見解を示している｢.第1
に,回内救済手続の完了に関する証明責任の配分であるLICJは,ELSI事件判決を引用し
つつ,原則として手続完了を証明 (pi･OuVer､.する責任が原告剛 二課されるとし,他方で,
末完了について就判所を説得する (convalnCre)責付が被告剛 二課されるとした (判決44
項)44㌧ さらに,結論としてICJは,値偶救済手続が存在することを被告匝】RDCが示さ
なかった｣ことを理lf]として,国r)tJ政済未完｣′を坪由とする RDCの先決的抗弁を棄却し
ている (判決48項)oこの判断に関して注意すべき点は次の2点であるelつ目に,国内救
済手続の完7証明に関して,ICJは原IFiと被告に等分の証明責任を課している｡この判断
は,ELSI事件判決に依拠したものであり,学説上も支持されている4`5Jが,証明責任を平
等配分すると,証明不十分の場合の帰結が定かではなく,そもそも証明責任を課す意味を
尖わせしめる02つ目に,本件におけるICJの証明判断が,先決的抗弁手続の中でなされ
ているという点である｡すなわち,RDCは救済手続の存在を理由とする先決的抗弁を提起
しており,抗弁の認否という側面から見れば.むしろこちらが原告請求に相当する｡その
ため本件では,被告RDCの証明不足により,同凶に不利な事実が認定される結果となっ
たと言えよう,J
第2に,本件では国内政済手続の範囲がFuEJ題となった｡すなわち,RDC国内の非訟的異
議申立 (recoursgracleuX)(I"I/が国内救済手続に含まれるか否かという点である｡本件で
(42)C.IJ.ReczLel11970,p.32.par33
(43JC.IJRecuez/1970.p.32,par.34.
(44) なお,当該判決部分ではRDCに ｢説得｣責任が課されているが,すぐ後に,RDCは
国内救済手続の存在を ｢証明する｣(prou､rer'責任があると述べられており 周 決44 八
項),原告ギニアの ｢証明｣責任との間に内容上の相違はないO
(45) Chlttharan｣anFelXAMERASINGHE,IJ(ノ(･alRemediesT71Inter71at107Za/Lou),2nded,
(CambridgeU.P,2004).p.285
(46)recoursgracleuX(非訟的異議申､1/'.)｢､'JeCOurSadmlnlStratlfs行政不服申:i_)のうち,
私人がその取消 annulationまたは変更 reformatlOnを求めて,当該行為をなした行政機
関自体に対してなすものをいい,その行政機関の上級機関に対 して行われる (recours
hlerarchlque階層的異議申立)と対比される｣⊂LJ口 ･前掲注(2)254頁0
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RDC がデ イアロ氏に対 してと-'た国外追放措置 (exp】usio山 は,形武上,｢送還｣
(refouelemnt＼)招帯であり,RDC法 Lは上訴不可能な措置であったL-他九 RDCによjt
ば,行政手続上,なお再審杏の余地があると二目長したが,ICJはこの主張を退け,恩恵享
受を求める行政州 旺申立は回内枚済手続とはみなされないと判断した (判決47項)｡ここ
で,ICJは何らの根拠も提示 していないが,その判断の背景にILC条文草案の影響があっ
たことは明らかである.ILC草案14条 (国内故滴完｣')2項は,｢国内救済手続｣(recours
lnterneS)の範凶として,｢通常手続か特別手続かを問わず.戸｣法機関又は行政機関におい
て被害-E･に開かれた手続｣と規J,巨しており,さらに,｢'日政機関｣の手続に関して,同条コ
メンタリーは次のように述べているD｢行政不服中立 (lesrecoursadmmlStratlfs)も尽く
さなければならないが,外国人被害者が尽くさなければならないのは,拘束的決定に至る
州 艮申立だけである｡裁量権行使によって被害外他人に榔 斉を与える行政手続を尽くす必
要はない｡W.E]Jと､を関るのがIl的であり,権利を日長するものではない』不服申立,非訟的
異議申立は,事後の訴訟手続の受理可能性に関する前提条件である場合を除き,国内放済
を国内救済手続から除外しており.卜記の JCJの判断 (判決47項)はILCのこの立場に全
面的に依拠しているO
他九 卜記のICJ判断に対しては,マンプヤ特任判事が反論を加えているoすなわち,
一部の学説で認められているように,国内救済完丁]朗 uが対象とする国内手続とは,行政
訴;/jHrecourscontentleuX)だけではなく,非言公的異議申立 (recoursgracleuX)も含まれ
るというr48'Llなお,同判事が引川する学説によiuゴ,｢違法行為の被害者は.責任が問わ
れている凶の法秩序に規完される全ての国内手続-非訟異議申立と行政訴訟-を尽くさな
ICJはILC草案のiL場に全刷 (Jに依拠することにより,形式的に事案を処理したと評する
ことができよう0
3.株主本国の外交的保護
本件における最大の争点は,株tの被った粧吉について,株主本国が外交的保護を行使
し得るか否かという17であ-｣たここの点に関しては2つの域合を分ける必要がある し[表
2]参照).株車同有の権利が侵害された場合 (Ll､lと会社の権利が信吾された場合 (②)
であるっ本件で原告ギニアが封長した ｢代酎 二よる｣外交的保護は･才1のケースに該pHする,
A
七
(47TCDICommentalre,p.74.par5,なお,ILCのコメンタリーは,この朗 二関して欣州
人権裁判所の判例と仲裁判例に依拠 している
舶)OpinionlndivldueledeM.le｣ugeadh()cMampuya,p.15.
(49)NguyenQuocDINH,PatrickDAILLERetAl】alnPELLET,Drol､tuTtenTal'(H7alf'ub/l'.
(7Ped.LGD.J.,2002),p.812
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① 株主国有の権利の侵害の場合
第1に,配当請求権や総会での議決権,解散後の柁余資産分配請求権などの株主固有の
権利が侵害された場乱 株主本国による外交的保護請求が認められる (64-65項｣｡この点
は既にバルセロナ判決で認められていた点であり,その後,ILC条文草案12条に取り入れ
られている (判決54項参照)仰,Jこのケースの外交的保護請求は.株主個人の権利を基礎
とするため,自然人又は法人の外交的保護に関する慣習法上の ｢一般的法レジーム｣の例
外ではないと捉えられている (判決64項)Cなお,本件に固有の問題として,ザイール2社
が-一人会社であり.デイアロ氏が社員てあると｢耶寺に役員であるという問題がある｡すな
わち,株主固有の権利と会社の権利を明瞭にr左別｣得るか否かという点が問題となるが.
この点は本件の本案判断に際してICJにrDl答が求められることになる5`㌦
② 会社の権利の侵害の場合
争点となるのは,心の場合ではなく∴至の場合であるoすなわち.会社の権利が侵害さ
れた場合に,株主の本国による外交的備 撃が認められるか否かという点であるOこの場合,
会社の権利が侵害されることにより,間接的に株主の利益は損なわれるが,株主の権利が
侵害されていか ､点が問題となる｡この点に関して,バルセロナ判決で ICJは次のように
述べている〕｢単なる利益の損失たけでは責任は生じない｡責任が生じるのは,権利が侵害
された場合だけである｣(para.86,傍点 正目) すなわち,会社の権利と株主の権利を分
離した上で,株主の利益が穀指されただけでは,株主本国による外交的保護の行使は認め
られないのである (デイアロ判決89項)し､従って,会社の権利が侵害された場合,外交的保
護請求を提起できるのは,当該会社の本国に限定される (デイアロ判決87項)Llなお.ELSI
(50)ILCのコメンタリーによれば,12条はハルセロナ判決を唯一の根拠としているし)Pro｣et
d'artlCLessurlaprotectlOndiplDmatlquPetCOmmentalreSyrelatlfs.2006,p67,part1
なお.｢株主岡有の権利｣(lesdroltSdesactlOnna】reSentantquetels)の内容について
は,バルセロナ判決が配当権や総会参加権に言及しているが,それらは例示に過ぎず,
個別事例において具体的に判断されるものと考えられている｡Ibld.,p.68,par.3
(511 AnnemarlekeVERMEER-KUNZLI,J〟♪ranote(34),p.947.
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事什判決では,株主本国の外交的保護請求が布認されたが,この判断はあくまでも二国間
条約 (米伊友好通商航海条約)に依拠 したFu断であり.本件判断 (慣習国際法上の判断)
とはri別されている (87Jfunその結果,本件において ICJは,〔亘)のケースに関して株主
本国による外交的保護轟 柾を否認した (89項),､
4.法人ヴェール剥奪法理 (法人格否認法理)
②の場合 (会社の権利の侵害の場合),原則として株主本l上目二よる外交的保護請求は認め
られないoただし,株主保護の必安性から,例外的に同請求を許呑する余地があるか否か
が争点となるoバルセロナ事件で原告ベルギーーはこれを ｢法人ヴェール剥奪｣(lalev白edu
volesoclale)法坪 (法人格か認法理)として二目長した′-すなわち,会手相 通 じた外交的保
護が機能しない場合,例外的に ｢法人格のヴェールを剥ぎ｣,株主本国による外交的保護が
容認されるという主張である亡､l司事件においてICJは,次の2つの場合に株主本匡=二よる
国が会社のための請求を提起する資格を有きない場合である ｡3｡ただし, 同車作では,バ
ルセロナ朴のLjil報国がカナダであり,同国の外交的保護の日用巨性が残されている以上,法
人ヴェールを剥奪して株主本国 (ベルギー)に外交的保護を認める必裳はないと結論付け
られた 5`1㌧
従って,バルセロナ事件では,会社のrll籍匡】が違法行為を行った場合に法人ヴ1-ル剥
関して学説が二分 し.これを凶内問題とみなL/L7-外交的保護制度の対象から除外する見解
と,株主の保護を重視し,株主の国籍国よる外交的保護請求を認めるべきであるという見
張される)国 (-RL)C1が両社のl｢哨奮阿 (RDC)であったため,こ0)争点が改めて浮き彫
りになった｡ただし,ICJは,剥奪法理に依拠 したとしても,株十本凶 (ギニア)の外,ii
的保護請求は認められない (原告適格を有さない)と結論付けた｡この判断に際して,ICJ
はバルセロナ判決ではなく,ILC条文草案11条(b)]iU7.の株主保護脱走に依拠 し,同条(b)項
(52) なお,バルセロナ判決では,法人ヴェ一ル剥奪法理が適mされる国際法上の根拠は明
らかではない｡というのも,ICJは,｢国内法_L言JL.められる例外的な方法である法人TjJ-
ル剥奪は.lxl際法においても類似の1'iLLlIfTJ(unr(I)leanalogue)を果たすと認められる｣と
八 述べるに｣lまるからであるLIC･IJRe,uez11970･p･39.ロarl58･
五 (53)C～ノ.ReCu(ノ11970.p.40,par.64.
(51) C.IJ.Reczlel/1970,p48,par92
(55)小坂荘一郎 ｢国際法上の株主保護と投資保護｣シュl)スト1175号 (2004年)57頁 ,
PhoebeN.OKOWA,'CaseconcerningAhmadouSadlODlalo(Rel'Zlblt.OjGu171ea 7'
DemncratlCRepubl(.(JjlhE,C()lgr))PrelrnlnaryOb｣ectlOnS㌔IC.LO,vol.57(2008).
p222.
(56)小壕 ･前掲注 65)57頁0
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後段要件が満たさjtないことを神曲に,ギニアの ｢代替｣による外交的保護請求を否認し
ているLlそこで以下,条文草案11条の内容,法的性質及びその適用方法について,ICJの
判断を検討することにしよう｡
① 11粂(b)の法的性質
第1に,ICJはILC条文草案11条(blに依拠して判断を下したが,同条が慣習国際法とし
て確立しているか否かを明らかにしなか-〕1=六さ lこの点は当事国の間でも見解が対立して
が,ICJはこの点の判断を回避しLr'0.1司11条の法的性質 (慣習法性)を問わないまま,要
件該当性を否認するという推論を探mしたLhl',-マイウ判事が指摘するように,ICJによる
判断凶避は ｢あまりにも慎重すぎるLr'2｣と許すこともできるが,その背景には,本件国有
の事情を指摘することができるC第1に,ILCの法典化作業が同時進行中であり,ICJが
慣習法性の判断に踏み込んでいれば,ILCを中心とする国家間の議論を掻き乱す危険が
(57)ILC条文草案11条は次のように規定する ｢会社に村する損害が生じた際,会社の株主
の国籍国は,以 卜の場合を除いて.､!'r該株主について外交的保護を行使することはでき
ない｡(a)会社が設立された国の法律により,当該損害に関連しない理由によって会社が
存在しなくなった (acess6d'exISter)場合 あるいは,(b服害発生時に 責任を問われ
ている同の国籍を会社が有しており,さらに,当該会社が同国内で営業を行うために同
国での会社設立が必要条件とされている場合｣｣
(58)AlbertoAIvarez-JlmeneZ,"Foreignlnvestors,Ⅰ)iplornatlCProtectionandlnternatlOnal
CourtofJustlCe'sDecISIOnOnPreliminaryOb]ect10nSlntheDlaloCase',NorthCar()/17a
JournaloflntenlationalLauJa7ldComm{′lla/RcgzL/al()n,Sprlng2008,p,452
(591CR2006/50(RepublquedEmocratlqLeduCongo,M.Kisala),pp.54-55(pars.42-
46)
(a) この点で,南アフリカト訴最高裁は,2007年9月20E]判決において,デイアロ判決が
同11条の慣習法性を否定的に解した,と判断しているr,VanZyli,.Got,er71mentOfRepubhc
ofLbloulhAf7Ca[2007｣SCA109(RSA),para.84.availableat[http//www.saflil.Org/
za/cases/ZASCA/2007/109.pdfJ.しかしながら,デイアロ判決自体は同11条の慣習法性
について判断をLg避しており,否定的に附している訳ではないLt
(61) このように,慣習法としての性質をもするか否かを明らかにせず,仮に慣習法であっ
たとしても要件を満たさないという推論は,近年のICJ判決において頻繁に用いらjtて
いる｡例えば,ガプチコヴオ･ナジュマロス事件 (1997年判決)では,条約の近似的適 人
用原則に関して,ICJは同原則の法的性臥 二ついての判断をrHl避しつつ,その安佐該当 四
性がないことを理由に主張を棄却したO剛兼に,カシキリ/セドゥドゥ島事件 (2000年)
では,取得時効原則の慣習法件を明らかにすることなく,要件該当性判断に踏み込んで
いる｡
(62)DeclarationdeM leJugeadholMahlOu.Par.5.
(63)DeclaratlOndeM.le｣ugeadhocMahlOL1.par.5,0plnlOnlndivdueledeM.lejugead
h()CMampuya,pp,7-8
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要件)はバルセロナ判決で明示されていたが,(b)項は同判決では明示されていなかった.｢
ところが,ILCによれば,(b鳩 も/りレセロナ判決の傍論部分 (判決第92項)が根拠とされ
国が外剰 勺保護を行使し得るという理論カ覗 起されたLt-7｣と述べるに止まるOにも関わら
ず,ILCはこ0)｢理論｣を条文に取り込み,ハルセロナ判決が留保 した例外事例 (会社国
籍国による会社への権利侵害のケース)を想'/ELl=法人ヴ1-ル剥奪法理の規TEを設けた
のである｡以上の経緯から.本作における1CJの対応は興味深いものとな-,たO第 1に.
草案11条の法的性質 (慣習法性)についての疑義が残ったため,ICJはこの点についての
判断を回避した｡第2に,他方で,本件 げ イアU事件)の事実に鑑みれば,一見すると
草案11条か対象とするケースにあてはまる〕本件では,ザ イ-ル2社が RDC内で設立さ
れ,同匡個 で活動 しており, しかも同国が違法行為を行った (と主張される〕事案だから
である｡ところが,結論として.lCJは本件では要件が満たされていないと判断したnそ
こでこの点を次に検討 しよう .ー
旬 日集(b)の適用間産
ILC条文草案11条(b)項は累積紫件を課しており,｢損害を被った会社が違法行為BJの国
籍を有していること｣(前段),及び ｢当該違法行為凶の凶喜色取得が要請されていること｣
(後段)が求められる｡ICJは前段要件の充足を認めたが,後段要件が満たされていか ､
と判断した,Jすなわち,ティアロ氏はコンゴ国内で会社設立を強制されておらず.自由に
会社設寸を決定することができたというのである (判決92-93項)｡他LjJ-,ICJの上記の判
断に対 しては,本件では事実上の強制が存在したと解する余地がある(,
第1に,草案11条(b)項後段要件は事実 卜の強制を含むと解されるLIL百J条のコメンタリー
は次のように述べている｡｢当該国家の法律が.会社の設立を義務的なものとすることまで
は必要ではない､その他の形の強制も,当該国rノ｣で会社を設立することが 『強制される』
という結果を斎し得るbH.｣(傍点玉田)｡また,lLC の第 1読草案では.｢法上｣の強目測隼
(64) 条文草案コメンタリーでは,同日条はバルセロナ判決に全面的に依拠した形で説明さ
る,､AlainPELLET,咲Lepr()〕etd'artlClesdelaCDIsurlaprotectiondLPlomatique
八 uneCOdJflCat.Onpour(presque)rlen》,MarceloKOHEN (ed･),I,a♪ro"Lot"ndela
juStlCe.desdroTlsdel'h()mmeetduregleme71tdosco71j71tS1)arledr(Jlt17Zter)latl'07Zal.
LlberAmlCOrumI,lLCZILSCaj7l.blrh(2007).p1145
(65)PELLET,sul)ralDtel64).pp.1142-1143
(661 なお,バルセロナ判決以外にも.DeLagoaBayRalway事件靴丸 MexicanEagJe事
件,EITrlunf｡事件判決といった伝統的な仲裁判例も根拠として挙げられている｡
(67)Cl./JRecILeL11970.p.48,par,92
(68)CDICommentaire.p67,par,12.
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が要件とされていたが,第2読草案では,｢法的｣強制要件は削除されているL69)Oすなわ
ち.条文草案11泉 b)項後段の ｢強制｣要件は,事実上の会社設立要請を含むと解される｡｣
第2に,本件の事実に鑑みれば,RDCの阿州去上,事実上会社設立が要請されていたと
解 し得る｡すなわち.RDCのオルドナンス･ロワ66-341号 (1966年6月7日)第2条によ
れば,｢コンゴ内に本社と管理地を有きない会社は,それらをコンゴ内に移転させなければ
ならない｣と規定 しており,さらに ｢当該移転がない場合,当該会社は商事登記簿から削
除される｣(2条2項)(70)o従って,同1,2条から,本件のザイール2社が RDC内で活
動を行うためには,同国内での会社設立が事実上要請されていると解されるOこの点で,
マイウ特任判事は,同会社は RDCの ｢国籍取得を強糾されていた｣ため,草案11条(b雁
段要件を満たすと主張 している(71)o
以上のように,草案11条(b)項後段を柔軟に解釈 し,｢事実上の強制｣を含むと解すると,
本件では同要件が満たされていると解される〔すなわち,法人ヴェール剥奪法理を適用す
ることによって,株主本国 (ギニア)による外交的保護請求を認める余地が生まれるので
ある｡それ散,本件の ICJの判断は,この点に限って言えば,法人ヴェール剥奪法理の適
用に関して厳格な解釈を行ったと許することができる｡
さて.以上のように,最大の争点であった会社の代替による外交的保護請求が認められ
なかったため,本件判決は,RDC側の実質的な勝訴を意味する(72㌧ ギニアの損害賠償請
求の主眼は,ザイール2社とRDCの公的機関及び私企業との間の契約から生 じた損害で
あり,請求額も高額であったが.この請求は却下された,Jそれ故,ギニアは株主固有の権
利侵害 (及びデイアロ氏の個人としての権利の侵害)に依拠 した損害賠償請求を提起する
通しか残されていない｡
なお,本件では訴訟遅延の問題が生 じておりL731.1998年の提訴から既に10年近くが経過
(69)AnnemarlekeVERMEERIKUNZLI,Supranote(34).p.949,
(7O)1966年のオルドナンス ･ロワ第2条は次の規定である｡trLessociet6svISeesal'article
le√quleXIStentaladated-entreeenvlgu〔lurdelapr6senteordonnance-1oletquln'ont
pasauCongoleursi卓gesocialetleursiegeadmlnlStratlfdevront,avantle1erJanvler
1967,transfererceux-ciauCongoetme[treleursstatutsenconcordanceavecles
dlSpOSltlOnSdelaleglSlatlOnCOngOLalSerelativesauXSOCLetescommerclalesdenature
correspondante,-Fauteparelesd'av('1rrealSeCetranSferletcettemlSeen
concordancedamsled6laiprescrlt,elesserontrayeesd'oflCedureglStredu 八
COmmerCeヵ.
(71)DeclaratlOndeM.leJugeadh()cMahlOu,par10,
(72) AlbertAIvarezIJlmeneZ,'Minlrnum StandardofTreatmentofAIJenS,Fairand
EqultableTreatmentofForeignlnvestors.CustomarylnternatlOnalLawandtheDlalo
CasebeforetheInternationalCourtofJustlCe'､TheJournalofWorldI777･C.dmenland
Trade,vo19(2008).p,55.
(73)PhoebeN.OKOWA,supranote(55),p.224
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しているにも関わらず.本案判決に至るにはさらに時間を要する(74-｡その理由は定かでは
なく,ギニアの申述書の提出期限が一･度延期されているのを除けば,訴訟遅延を引き起こ
す要因は特に見当たらない｡むしろ,訴訟手続が全体として遅々としているのが悦因であ
ろう｡なお,類似の先例であるバルセロナ事件でも.提訴 (1958年)から第2段階判決
(1970年)までに10年以上の年月を要した′同事件における訴訟遅延の主因は.両当事国
が書面提出を繰り返し延期 した点にあり,同事件でICJは次のように両国を戒めている｡
｢本件手続が異常に長期に渡っていることに言及すへきあるが,これは,両当事国が書面
手続の提出のために求めた期限が極めて長かったことと,当該期日の延長を繰り返し要求
したことに起因しているol･]国際正義の権威を保持し,それが適正に働くために,事件
は不当な遅延なしに解決されなければならないr75-｣｡本件 (デイアロ事件)においても,
裁判所の適正な訴訟指揮が発揮されることが期待される｡
ノ＼
(74)2007年6Fl27口の裁判所命令により,RDCの答弁書の提出期限が2008咋3月27日に設
定されているL10rdonnancedelaCUdu27juin2007,CIJCommunlquedepress
2007/18.さらに.2008年5月5日の裁判所命令により,ギニアの抗弁書 (replque)提
出期限が2008年11月19口に,RDCの再抗弁斉の提出期限が2009年6月5日に.それぞれ
設定されている｡OrdonnancedelaCIJdu5nla12008.CIJComunlquedepress2008/9.
(75)CIJ.Recuel1970-pp,30-31,para.27.
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